
○ 都道府県知事には、介護保険施設に

つき、圏域ごとの入所定員数を超える

場合の認可拒否権限あり

○ 介護専用型特定施設について、必要
利用定員総数を超える場合、指定拒否
権限あり。（混合型特定施設の場合も
同様）

○ 保険料の設定

○ 市町村等が介護サービス量を見込むに当たり参酌する標準を示す

国の基本指針(11.5.11告示129）

計画に沿った基盤整備

○ 日常生活圏域の設定

○ 介護サービス量の見込み

・地域密着型（介護予防）サービス（市町村及び圏域毎）

・その他介護給付等対象サービス（介護給付・予防給付）

○ 認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、地域密着

型介護老人福祉施設入所者生活介護の必要利用定員総数（市町村及び圏域毎）

市町村介護保険事業計画(法第117条)

介護保険事業（支援）計画について

○ 市町村の計画を踏まえて、介護サービス量の見込み（圏域毎）

○ 介護保険施設については、各年度・各圏域の入所定員数の見込量

※ その他、介護専用型特定施設の必要利用定員総数等を定める。（なお介護専用型以外の特定

施設（混合型特定施設）に係る必要利用定員総数の設定も可）

都道府県介護保険事業支援計画(法第118条)

※ 第４期介護保険事業計画の期間は平成２１～２３年度の３年間
（第１期：平成１２～１６年度 ５年間 第２期：平成１５～１９年度 ５年間 第３期：平成１８～２０年度 ３年間）

○ 介護保険法第１１６条第１項に基づき、国が基本指針を定めている
○ 平成２１年４月から、

第４期事業計画がスタ

ートするため、２０年

度中に一部改正

基本指針の見直し

○ 市町村長には、認知症対応型共同

生活介護、地域密着型特定施設入居

者生活介護及び地域密着型介護老人
福祉施設入所者生活介護につき、日
常生活圏域ごとの必要利用定員総数
を超える場合の指定拒否権限あり
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介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するための基本的な指針

（平成十八年厚生労働省告示第三百十四号） （抄）
別表第二
四 特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、地域密着型介護老人福
祉施設入所者生活介護、介護福祉施設サービス、介護保健施設サービス及び介護療養施設サービス

特定施設入居者生活介護

認知症対応型共同生活介護

地域密着型特定施設入居者

生活介護

地域密着型介護老人福祉施

設入所者生活介護

介護福祉施設サービス

介護保健施設サービス

介護療養施設サービス

平成26年度の介護専用型特定施設における特定施設入居者生活介護、認知症対応型共

同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者

生活介護及び指定施設サービス等の当該市町村における利用者数の合計数（医療療養病

床から介護保険施設等への転換に伴うこれらのサービスの利用者数の増加分を除く。）の当

該市町村における要介護２以上の認定者数に対する割合を、37％以下とすることを目標とし

たうえで、第４期介護保険事業計画期間（平成21年度～23年度）においては、直近の現状か

ら平成26年度の目標値となるよう計画的に設定された数値を標準として、地域の実情に応じ

て定めること。

ただし、介護療養施設サービスについては、平成23年度末に廃止されることから、現に利

用している者の数及びそれらの者の介護給付対象サービスの利用に関する意向並びに介

護療養施設サービスの事業を行う者の介護保険施設等（指定介護療養型医療施設を除く。）

への転換予定等を勘案した上で、第４期介護保険事業計画期間において、その利用者の数

が段階的に減尐するように量の見込みを定めること。

混合型特定施設入居者生活介護は、現に利用している者の数及び利用に関する意向並び

に介護専用型特定施設における特定施設入居者生活介護及び地域密着型特定施設入居

者生活介護の利用者の数の見込みを勘案して、利用者の数の見込み（医療療養病床から

混合型特定施設への転換に伴う混合型特定施設入居者生活介護の利用者数の増加分を

除く。)を定めること。
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③ 認知症に関する施策
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